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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第３四半期
連結累計期間

第13期
第３四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自平成27年５月１日
至平成28年１月31日

自平成28年５月１日
至平成29年１月31日

自平成27年５月１日
至平成28年４月30日

売上高 （千円） 2,358,822 2,906,056 3,191,601

経常利益 （千円） 186,905 195,684 228,279

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 114,454 119,084 143,382

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 114,454 117,072 143,382

純資産額 （千円） 399,509 1,087,081 912,397

総資産額 （千円） 1,017,927 1,717,175 1,537,684

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 63.05 48.14 77.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 61.75 46.30 68.34

自己資本比率 （％） 39.2 62.1 59.3

 

回次
第12期
第３四半期
連結会計期間

第13期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年11月１日
至平成28年１月31日

自平成28年11月１日
至平成29年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.41 16.75

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第12期第３四半期連結累計期間及び第12期の１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎のうち、

甲種類株式は剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式

としております。

４．第12期第３四半期連結累計期間及び第12期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、甲種類株式を取得する際の交付普通株式の株式数と取得甲種類株式の株式数との差数を普通株式増加数

として算定しており、１株当たり四半期（当期）純利益金額については、甲種類株式の期中平均株式数を普

通株式の期中平均株式数に含めて算定しております。

５．第12期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場であったため期中平均株価が把握できませんので、普通株式増加数に含

めておりません。

６．平成28年４月５日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第12期の潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額については、新規上場日から第12期連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみ

なして算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第２四半期連結会計期間より、株式会社Ｋ－コンサルティングを連結子会社としており

ます。また、当第３四半期連結会計期間より、株式会社アール・プラス・マテリアルを連結子会社としております。

この結果、平成29年１月31日現在の連結子会社は４社であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が継続し、全体として緩やかな回復基

調で推移しました。

当社グループの事業領域にかかわる住宅不動産業界におきましては、マイナス金利政策により、住宅ローン金利

は低水準で推移しており、新設住宅着工戸数は引き続き前年同月の水準を上回っております。

　当社グループは、ソリューション提案型コンサルティング会社として住宅不動産業界のイノベーションを先導す

べく、先進的なビジネスモデルと経営効率化手法の調査・開発から導入・教育までのプラットホームを提供してま

いりました。主力の高性能デザイナーズ住宅R+house事業においては、会員数の増加に伴って引き続き受注数を伸

ばし、ロイヤルティを中心として堅調に推移しております。そのような状況の中、認知度の向上に伴う集客力及び

受注増の検証も得られたため、R+houseブランドの全国展開を加速し、会員企業の一層の受注促進を図る施策とし

て、全国６か所にモデルハウスを展開する取組みを開始しました。同時に、R+house部材の調達、供給会社である

株式会社アール・プラス・マテリアルを子会社化し、事業の垂直統合を進めております。また、平成28年10月に提

供を開始した「不動産相続の相談窓口」においては、当初目標を３年100エリアとしていたところ、非常に高い評

価を得られた結果、今年５月での達成が視野に入ってきており、相続市場の関心の高さを反映して好調なスタート

となりました。一方、販売費及び一般管理費については、広告宣伝費等の先行投資の継続と本社移転の実施によ

り、前年同期比30.0％増となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は2,906百万円（前年同期比23.2％増）、営業利益は194

百万円（前年同期比4.7％増）、経常利益は195百万円（前年同期比4.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は119百万円（前年同期比4.0％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は1,717百万円となり、前連結会計年度末と比べ179百万円増加し

ました。その主な要因は、本社移転に伴い有形固定資産が90百万円、投資その他の資産に含まれる敷金及び保証金

が85百万円増加したことによるものです。

　第３四半期連結会計期間末における負債合計は630百万円となり、前連結会計年度末と比べ４百万円増加しまし

た。その主な要因は、１年内返済予定の長期借入金が24百万円、長期借入金が13百万円、未払法人税等が24百万円

減少した一方、流動負債のその他に含まれる前受金が33百万円、未払費用が22百万円増加したことによるもので

す。

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は1,087百万円となり、前連結会計年度末と比べ174百万円増加

しました。その主な要因は、新株予約権の行使による新株発行に伴い資本金及び資本剰余金がそれぞれ17百万円増

加したこと、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が119百万円増加したことによるもので

す。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の金額につきましては、当社グループの研究開発活動が事業開発

部門の業務の一環として行われているものであることから、区分計上しておりません。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）主要な設備

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結累計期間に完了したものは、次のとおりで

あります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
投資額
（千円）

完了年月

提出会社
本社

（東京都品川区）
本社移転等 94,612 平成28年10月

(注)１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　２．当社グループは、住関連産業に特化したソリューション提供等のコンサルティング事業の単一セグメントであ

るため、セグメント別の記載はしておりません。

　　３．投資計画の見直しにより投資予定金額が増加しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,440,000

計 7,440,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年３月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,482,100 2,482,100
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 2,482,100 2,482,100 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年11月１日～
平成29年１月31日

1,000 2,482,100 375 356,112 375 256,112

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年10月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 

①【発行済株式】

平成29年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式　　

2,481,700
24,817 －

単元未満株式
普通株式　　　　　

400
－ －

発行済株式総数
普通株式　　

2,482,100
－ －

総株主の議決権 － 24,817 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年11月１日から平

成29年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年５月１日から平成29年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,130,531 1,105,048

受取手形及び売掛金 220,590 226,952

商品 31,148 36,608

繰延税金資産 9,450 18,767

その他 49,718 50,056

貸倒引当金 △14,678 △17,446

流動資産合計 1,426,761 1,419,986

固定資産   

有形固定資産 41,360 132,119

無形固定資産 26,419 37,534

投資その他の資産 ※ 43,143 ※ 127,534

固定資産合計 110,923 297,188

資産合計 1,537,684 1,717,175

負債の部   

流動負債   

買掛金 247,564 248,260

1年内返済予定の長期借入金 47,206 22,243

未払金 80,230 83,133

未払法人税等 69,784 45,368

その他 160,782 218,862

流動負債合計 605,567 617,867

固定負債   

長期借入金 13,912 －

その他 5,808 12,225

固定負債合計 19,720 12,225

負債合計 625,287 630,093

純資産の部   

株主資本   

資本金 339,012 356,112

資本剰余金 268,610 285,710

利益剰余金 304,773 423,858

株主資本合計 912,397 1,065,681

非支配株主持分 － 21,399

純資産合計 912,397 1,087,081

負債純資産合計 1,537,684 1,717,175
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月１日
　至　平成28年１月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年５月１日
　至　平成29年１月31日)

売上高 2,358,822 2,906,056

売上原価 1,042,262 1,241,405

売上総利益 1,316,559 1,664,650

販売費及び一般管理費 1,130,497 1,469,892

営業利益 186,062 194,757

営業外収益   

受取利息 10 7

業務受託料 3,330 200

保険返戻金 － 726

受取遅延損害金 781 587

その他 788 90

営業外収益合計 4,911 1,611

営業外費用   

支払利息 1,889 685

上場関連費用 2,000 －

その他 179 －

営業外費用合計 4,069 685

経常利益 186,905 195,684

特別利益   

負ののれん発生益 － 7,871

段階取得に係る差益 － 1,908

特別利益合計 － 9,779

特別損失   

固定資産除却損 － 9,667

本社移転費用 － 13,595

特別損失合計 － 23,262

税金等調整前四半期純利益 186,905 182,201

法人税、住民税及び事業税 63,342 74,565

法人税等調整額 9,108 △9,436

法人税等合計 72,450 65,128

四半期純利益 114,454 117,072

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △2,011

親会社株主に帰属する四半期純利益 114,454 119,084
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月１日
　至　平成28年１月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年５月１日
　至　平成29年１月31日)

四半期純利益 114,454 117,072

その他の包括利益 － －

四半期包括利益 114,454 117,072

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 114,454 119,084

非支配株主に係る四半期包括利益 － △2,011
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第２四半期連結会計期間より、株式会社Ｋ－コンサルティングは新たに設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。また、当第３四半期連結会計期間より、株式会社アール・プラス・マテリアルの株式を取得し子会社とし

たため、同社を連結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成28年４月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年１月31日）

投資その他の資産 9,097千円 9,490千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日）

減価償却費 21,331千円 28,961千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年５月１日　至　平成28年１月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年５月１日　至　平成29年１月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年５月１日　至　平成28年１月31日）

　当社グループは住関連産業に特化したソリューション提供等のコンサルティング事業の単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年５月１日　至　平成29年１月31日）

　当社グループは住関連産業に特化したソリューション提供等のコンサルティング事業の単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成28年11月１日　至　平成29年１月31日）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称   株式会社アール・プラス・マテリアル

事業の内容         建築資材の開発及び販売

（2）企業結合を行った主な理由

　R+house事業において、株式会社アール・プラス・マテリアルは、その部材を供給する重要な役割を担っ

ております。この株式取得により、R+house事業の垂直統合を進め、当社グループの優位性を高めていきま

す。

（3）企業結合日

平成29年１月10日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社アール・プラス・マテリアル

（6）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率    10％

企業結合日に追加取得した議決権比率      40％

取得後の議決権比率                      50％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式を取得したこと等により、実質的に支配すると認められるためです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年１月31日をみなし取得日としているため、当第３四半期累計期間に係る四半期連結損益計算書に被

取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価 2,508千円

企業結合日に取得した株式の時価 10,032千円

取得原価 12,540千円

 

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　1,908千円

 

５．発生した負ののれんの金額、発生原因

(1）発生した負ののれんの金額

7,871千円

(2）発生原因

受け入れた資産及び引き受けた負債の純額が被取得企業の取得原価を上回ったことによります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年５月１日
至　平成28年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年５月１日
至　平成29年１月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 63円05銭 48円14銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 114,454 119,084

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
114,454 119,084

普通株式の期中平均株式数（株） 1,815,404 2,473,875

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 61円75銭 46円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株）

（うち甲種類株式（株））

38,245

（38,245）

98,048

（　　－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１．前第３四半連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎のうち、甲種類株式は剰余金の配当

請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式としております。

２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、甲種類株式を取得す

る際の交付普通株式の株式数と取得甲種類株式の株式数との差数を普通株式増加数として算定しており、１

株当たり四半期純利益金額については、甲種類株式の期中平均株式数を普通株式の期中平均株式数に含めて

算定しております。また、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価

が把握できませんので、普通株式増加数に含めておりません。
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（重要な後発事象）

（株式分割）

　平成29年３月15日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行及び株式分割に伴う定款の一部変更を

行う旨の決議をしております。

１．株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より一層投資しやすい環境を整えるこで、

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

(1）分割の方法

平成29年４月30日最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき、３株の割合をもって分割い

たします。

(2）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　 2,482,100株

今回の分割により増加する株式数　 4,964,200株

株式分割後の発行済株式総数　　　 7,446,300株

株式分割後の発行可能株式総数　　22,320,000株

(3）分割の日程

基準日公告日　平成29年４月15日

基準日　　　　平成29年４月30日

効力発生日　　平成29年５月１日

(4）１株当たり情報に及ぼす影響

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における１株当たり情報は、以下のとおり

です。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年５月１日
至　平成28年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年５月１日
至　平成29年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21円02銭 16円05銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円58銭 15円43銭

 

３．株式分割に伴う定款の一部変更

(1）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成29年５月１日をもって、当社定款第６条

で定める発行可能株式総数を変更いたします。

(2）定款変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。

（下線は変更箇所を示しております）

現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、7,440,000株と

　　　　する。

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、22,320,000株と

　　　　する。

(3）定款変更の日程

効力発生日　平成29年５月１日
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４．その他

(1）資本金の額の変更

上記の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

(2）新株予約権行使価額の調整

平成29年５月１日以降に行使する新株予約権の行使価額を以下のとおり調整いたします。

新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第３回新株予約権 500円 167円

第４回新株予約権（取締役及び従業員分） 750円 250円

第４回新株予約権（従業員以外） 750円 250円

第４回－２新株予約権（従業員以外） 750円 250円

第５回新株予約権 750円 250円

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年３月15日

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　 守 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　純一　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイアス・アン

ド・カンパニー株式会社の平成28年５月１日から平成29年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

28年11月１日から平成29年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年５月１日から平成29年１月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイアス・アンド・カンパニー株式会社及び連結子会社の平成29年

１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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